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わが国において、情報処理サービス業が出現したの
は今から約 20年前、すなわち昭和 30年前後と言われ
ている。
これは一般に計算センタと称せられるもので、次第
にサービス業としての形態を整えるようになってきた。
この計算センタは、各企業や自治体より、受託計算サー
ビスやソフトウェアの開発、カードさん孔などの関連
作業を受託、計算サービスも主としてローカル・バッ
チ処理で実施されてきた。
また、その後各企業や政府機関では、その産業活動
の広域化や複雑化あるいは業務処理の迅速化への要請
から、電算機利用もオンライン化すなわちデータ通信
システムを採用する傾向がいちじるしくなってきてい
る。当然、情報処理サービス業もバッチ処理のみならず、
オンラインでのサービスを望む声が出てきた。昭和 46
年および昭和 48年になって、公衆通信回線が情報処理
サービス業にも利用し得る法規改正が実施されるにい
たって、情報通信事業が民間に誕生した。 

欧米に遅れること 10年、この 10年間のギャップは、
いかにいちじるしい経済成長を遂げたわが国において
も、短期間でギャップをカバーし得るものではなかっ
た。またわが国の施策としても、まずコンピュータ・ハー
ドウェア・ギャップを 1日も早く埋めることに全力が
投入されていたので、情報処理サービスにたいする施
策については、かならずしも十分であったとは思われ

なかった。以上のことから考えても、情報通信業の発
達について欧米との間には今日なお相当のギャップあ
りと認めざるを得ない。
ここで、将来のわが国における情報通信業の姿を想

定するためには、とりあえず欧米での同産業の姿を見
ることによって、ある程度の推定がつくのではなかろ
うか。

情報通信業を、オンラインを主とした情報処理およ
び提供サービス（遠隔情報処理）と定義し、話を進め
たい。
わが国で情報通信業の歴史は浅く、そのために市場

もまだまだ成熟するにはいたっていないと言えよう。
欧米に比べ、相当遅れてスタートしたわが国の遠隔情
報処理サービス業の今後 10年を予想する際、やはりこ
の点で先進国としてのアメリカでのオンライン・サー
ビスの過去と今日を眺めることが、とりあえず必要だ
と考えられる。
アメリカでは、1966年当時のオンライン処理サービ

スは年間売上げ 60億円程度だったものが、1975年に
は 3,570億円にまで成長している。実に 60倍の成長
産業となった。これをバッチ処理サービスと比べてみ
ると 1966年すでに年間売上げでは 1,230億円だった
ものが、その後1966年は5,280億円になったので、バッ
チ処理サービスの成長は 4.2倍程度にとどまった。い
かにオンライン処理サービスがアメリカで成長したか

TSS サービスの変化と
リソース・シェアリング技術

●柳井 朗人／株式会社電通国際情報サービス 常務取締役

特集　情報通信産業−その10年後の展望

まえがき

1　わが国の遠隔情報処理の市場環境
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が理解できる。
1975年において、すでにオンライン処理サービスの
売上げはバッチ処理サービスの年間売上げに近づいてき
たところから、そのままの延長をしたとき、容易に想像
できることは、やがてオンラインのデータ処理サービス
は、バッチ処理サービスよりも大きな地位を占めること
に違いない。バッチ処理サービスはここ数年、14 ～
15%程度の成長をしているが、オンライン処理サービス
は年々伸長率が高くなっており、27～ 40%程度の高伸
長を続けている。このままの姿が今後 10年間続くもの
とすれば、アメリカにおいてはオンライン・サービスは、
かつてのバッチ処理サービスと立場が逆転するものにな
るに違いない。すなわち、情報処理業はほとんどオンラ
インでの情報処理業となることを意味している。
これをヨーロッパのばあいにとってみると、1977年
度にバッチ処理サービスの年間売上げとオンライン・
サービスの売上比率が約 3：1になるだろうと言われて
いる。これはアメリカの 1969年頃の比率に近い。し
かし、バッチ・サービスのシェアは低下影響にあって、
全体の 50.8%から 43%程度に最近 3ヵ年間で低下して
いると言われている。
このことから、ヨーロッパ諸国においても、バッチ
処理サービスは次第にオンライン処理サービスに地位
をゆずりつつあることである。アメリカに遅れること 6
～ 7年とみられる。アメリカ同様、やがて情報処理サー
ビスの主流は情報通信サービスに向かっていると断定
できるのではなかろうか。
さて、わが国のばあいはどうだろうか。産業構造審
議会の情報産業部会で検討された資料からも、次のこ
とが言えるのでなかろうか。昭和48年（1973年）にバッ
チ処理サービス年間売上げは 911億円で、一方オンラ
イン・サービスはゼロ、それが 55年（1980年）にはバッ
チ処理が 3,088億円で、オンライン処理は 775億円と
推定されている。これはヨーロッパの 1977年度、ア
メリカの 1969年度に近い比率になっている。 

また、さらに昭和 60年度には、バッチ処理サービス
の年間売上げは 4,546億円といわれ、一方オンライン
処理のほうは 2,139億円と予測されている。オンライ

ン処理サービスの伸び率は 5年間で 22.5%と推定され、
バッチのほうは 8%程度にとどまると推定されている。
このことからも、わが国のばあいでも、明らかにオン
ライン処理サービス業が次第に地位を高めていくこと
はほぼ間違いないことであろう。
今後 10年間に、わが国の情報通信業は成長を続け、

情報処理産業での中心的存在となることはほぼ確実で
あると予想される。ひとたび新しい産業が成長し始め
ると、あらかじめ考えられた予想よりも早くて、大き
くなるのが一般的である。しかし一方、コンピュータ・
ハードウェア産業の年間伸び率は、次のようなことが
アメリカにおいて言われている。1965年より 1969年
の間では年率 23%の伸びを示していたものが、1970
年の不況から成長のスピードが急速に低下し、1973年
より 1977年までは高くても年率 15%以下であるとさ
れている。ハードウェアのほうは、もはや高度の伸び
を示すことはないとされている。このことはわが国に
おいても言えることではなかろうか。
オンラインでの情報処理が、今後少なくとも 10年間

たえず成長を続けると予想されるためには、市場のニー
ズに応ぜられるだけの技術的な開発が裏付けられねば
ならない。オンラインでのデータ処理サービスはどの
ような形態が今日あって、今後それがどのように変化
するだろうかといった点をみてみたい。

オンライン・サービスの処理形態には、次の 3種が
今日実施されている。 

① リモート・バッチ・サービス 
② 会話型タイムシェアリング・サービス 
③ その他、特殊オンライン・サービス

それぞれの処理形態で、サービス分野がどの程度伸び
るかを予想しているアメリカの数字がある。すなわち、
1973～1978年  タイムシェアリング・サービス15～25%

リモート・バッチ　　　　　　　　　　　　      20～30%

その他、オンライン・サービス                             20～50%

2　オンライン・データ処理サービスの形態
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TSSとリモート・バッチ・サービスでの年間総売上
げでは、1973年において 2：1なので、売上げでは
TSSのほうが高い。しかし、自社で電算機を利用して
いた人たちにとって、外部のサービスを利用する際は、
バッチ処理のほうが馴染みやすいこともあって、リモー
ト・バッチ・サービスのほうが伸び率は高くなってい
るようである。
とはいっても、リモート・バッチ処理がタイムシェ
アリング・サービスの分野をすべてカバーをすること
は今日できていない。将来においては、おそらく別々
に分野が発達するよりは、むしろ総合化されるに違い
ない。利用者側からも処理のやり方を別々に操作する
ことよりも同じやり方で処理できることを望むに違い
ない。今日のところ、リモート・バッチ処理には TSS

処理にみられるような簡単なやり方で取り扱えるよう
にはなっていない。おそらくコンピュータ専門家でな
ければ、リモート・バッチ処理をこなすことは困難で
ある。
しかし、今後はリモート・バッチ処理が TSSの端末
の操作のごとき手軽さで利用されるような開発が進む
ものと考えられる。ユーザにとっては、処理内容によ
り TSSで処理するか、バッチ処理にするかを自由で手
軽な操作で取り扱えることを望むことに間違いないと
思われる。10年後を考えると、ユーザ側からみると、
もはや TSSとかリモート・バッチとかの処理区別はな
くなるものと考えられる。
このことは、技術的に簡単のようにみえるが、案外む
ずかしい点がある。GEのMARKⅢで現在ほぼ同様な
ことに解決がみられるが、このためには相当な開発がな
されている。 　オンライン情報処理サービスが発達す
るためには、利用者すなわちユーザがコンピュータの専
門職でなくとも、しかも自分の業務処理には高度のコン
ピュータ処理が、手軽な操作で可能な処理形態が開発さ
れねばならない。かつてダートマス大学で BASIC言語
が開発された思想が高度の利用にも十分に活かされる
必要がある。この点でも TSSとリモート・バッチが同
時に取り扱えるようになることが必要である。
また、現在わが国では、オンライン・サービスで

TSSは低速度の入出力しか利用できない。RJEは高速
度の入出力が可能であるといったことが言われている
が、これも将来ユーザが要求する入出力のスピードに
ついては、低速から高速までアプリケーションの内容
如何にかかわらず、比較的自由に選択し得るようにな
ると予想される。
しかし、一方では情報処理量が今後ますます急増す

る傾向にあり、そのため情報をたえず、すべてハード・
コピーで求めるような現在のバッチ処理形態はやがて、
ある時期に姿を消し、ハード・コピーの量が少なくな
ることも想像できる。
そのために、10年後には個々のユーザは中速度すな

わち 1,200bit/s程度の端末機で、すべての必要量のデー
タを入出力するようなことになると思われるし、大量
の入出力が必要な際は 4,800bit/s、9,600bit/s、それ以
上の速度も自由にとれるようになるに違いない。その
点では、今後大量の入出カデータ処理がオンライン・
サービスでは自由にならないといったことは、もはや
問題にならなくなるに違いない。

情報通信業そのものは、一種の装置産業であるとみら
れることから、装置産業にみられる特徴が、よくあては
まる。たとえば、スケールのメリットがよくきいてくる
ことだとか、投資に比べあるレベル以上の収入がなけれ
ば、決して利益が得られないといった点である。 

このような理由で、欧米、特にアメリカにおいては
ここ数年間に企業の買収や合弁が非常に活発となり、
1969年をピークとして TSS業者の数は減少傾向にあ
る。すなわち、大型化するかあるいは非常に小規模の
ローカル・サービスになりつつあるのが現状で、今後
ますますこの傾向は強くなり、ローカル・サービスは
あるいはインハウスに吸収されることになるのではな
いかと想像される。
わが国においては、スタート時においてすら電電公

社の占有率が非常に高く、今日でもおそらく 50%前後
のシェアを持ち、その他を大手数社でまた大部分しめ

3　情報通信業の将来
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ているといった状態である。この傾向が分散化される
とは言い難いので、今後 10年についても、この姿にた
いした変化がおこることはなかろう。ただアメリカと
違った社会構造だし、政府主導型の構造を持つわが国
では、今後育成あるいは成長するだろう中・小規模の
情報通信業とこれら大規模の業者間での関係は、アメ
リカでは見られない形態が生じるものと想像される。
適切な例かどうか疑問だが、わが国の放送業界を見れ
ばよい。
わが国のテレビ・ネットワークは、アメリカの系列
方式とはまったく違ったものであり、ローカル放送局
も独立制を持ち利潤をあげており、日本的な運営がな
されている。また、オンライン・サービス業の発達し
ているアメリカにおいてすら、その販売方法は非常に
バラエティにとんでいると言われており、フランチャ
イズ制とかリセール方式などもあり、多様なやり方が
実施されている。このようなことから、将来わが国の
情報通信業が両極化しても、お互いに業務上または技
術的にもネット化が実施され、業界にあるバランスが
保たれるものと予想される。
これを実現させるためには、コンピュータ・ネット
ワーク技術の発達を持たねばならないといった要因は
必要だと思われる。

タイムシェアリングの技術で始まったアメリカのオ
ンライン・サービスも、その後高度のネットワーク技
術の導入により、サービス地域を全国に拡大すること
になった。GEのばあいも、各地にあったセンタをオハ
イオ州のクリーブランドに集中しスーパー・センタを
作るにいたった。アメリカ国内のネット拡大のみなら
ず、国際回線の利用により海外にまでそのネットワー
クを拡大することが可能となった。遠距離に回線を延
長し、多額の回線コストを支払っても、集中的に運用
されるセンタのほうが総合的にみて経済性が高いと
いった結果に現在なっている。

このMARKⅢのような集中化され、しかもユーザに
たいし、経済性の高いパワーの供給方式は、わが国でも
次第に検討されるようになるものと考えられる。他方、
このシステムと接続し得る端末装置も、年々高度化され
るにいたっている。ごく最近までタイプライタ形式の低
速度の端末がほとんどであったものが、今日すでにメモ
リのコストが非常にやすくなったことにより端末装置が
インテリジェンス性を持つにいたっており、従来入出力
の簡単なチェックですら、センタに伝送されていたもの
が、端末側で一部処理される結果、センタ側ではますま
すプロセサが利用度を高めることになり、ユーザ側もさ
らに処理の経済性を高めている。この現象はすでにタイ
ムシェアリング・サービスあるいはオンライン・サービ
スにたいして、ある程度のリソースのシェアリングであ
るとみなしてもよいのではなかろうか。
最近一部の現象として、このようなメモリ・コスト

の急激なダウンあるいはマイクロ・コンピュータの普
及により、集中的処理の不要をとなえる人たちもある
が、やはり今後その考え方は修正されることなると予
想される。情報処理が容易になればなるほど処理量も
増大し、大容量の外部記憶や超高速で大容量の演算も
求められることになる。分散処理が進めば進むほど、
分散処理情報の集約処理も要求されることになる。 　
現在、インテリジェンス端末がオンライン・サービ

スのネットに接続されはじめているが、今後自家の電
算機自身をオンライン・サービス・ネットワークに接
続し得る技術の可能性は、もはや技術上では困難な問
題ではなくなると予想される。
広域にネットワークを拡げ運用されているオンライ

ン・サービス・システム自身、そのシステム運用は非
常に高度のソフト技術が要求されるが、その網上にリ
ソースをシェアする他のコンピュータが接続されると
なると、想像以上にネットワーク運用の OSは複雑化さ
れるに違いない。しかし今日そのようなことの解決が
近い将来可能だということは、すでに判明している。
ここでその一例として、GEのMARKⅢサービスの動
向をみてみたい。

GEがMARKⅠをローカル点にサービスしていた頃

4　TSS サービスと
リソース・シェアリング技術の結合
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ファシリティ・マネジメントいわゆる FMは、アメ
リカではファシリティズ・マネジメント（Facilities 

Management）、正確にはデータ・プロセシング・ファ
シリティズ・マネジメントと呼ばれる。この FM、日本
では一般にオペレータ、キー・パンチャあるいはプロ
グラマの派遣業務と考えられているばあいが多い。し
かし FMとは、その言葉の意味するところから明らか

よりテーマになっていたのは、センタの稼動率を高め、
いかに総合運用コストを下げるかといったことであっ
た。その結果として 1カ所のセンタに TSS用と RJE用
のコンピュータをそれぞれ複数台設置し、スケール・
メリットを上げることが可能となり、その後時差の利
用によりさらに稼動率を高めることから、そのネット
を国際間に拡げるとともに、センタ自身も複数箇所に
設置されることになった。現在、アメリカに 2カ所、ヨー
ロッパに 1カ所あり、これらが全部有機的に動くといっ
たきわめて複雑・高度なものになりつつある。

MARKⅢ自身、国際的なコンピュータ・パワーの相
互供給といったリソース・シェアリングを実現しよう
としている。 　現在の段階では、自己のシステム内で
のリソース・シェアリングといったことをコンピュー
タ・ネットワークで果たそうとしているが、今後の可
能性ある考え方としては、ユーザ自身が所有し運用し
ているコンピュータ・システムとMARKⅢの接続の問
題である。
もちろん 10年後を語るならば、このように異システ
ム間あるいは異機種を包含あるいは端末装置としての
総合的なリソース・シェアリングが実現することに疑
問はない。MARKⅢのばあい、すでに IBM機種との接
続は現実にスムースに運用されている。
ユーザ側も将来自社のコンピュータ投資の際、いか
に外部のソースの利用と自己の設備投資の最適なバラ

ンスを考慮に入れるかといったことが最重点となるに
違いない。

アメリカで発達した単発的な問題解決型の、いわゆ
る TSSが、今日汎用情報処理の手段として成長してい
る。これは先に述べたように、TSSのファイルのハン
ドリング機能を向上せしめたり、リモート・バッチ機
能も互いにファイルを介して、同時に取り扱うといっ
た技術によることなどがあげられる。
さらに今後、技術の発達によりユーザの自己のシス

テムと情報通信業システム間でリソースのシェアリン
グも可能となるだろう。マイクロ・メモリ、マイクロ・
プロセサの高度の発達により、コンピュータ化が急速
に各分野に導入されて、将来多様化され、情報量が巨
大化されるに違いない。また、その処理も実に多様化
されるものと想像されるのである。
一方、そのような技術上の発達にたいし、それを取

り巻く法制上、特に通信政策またはプライバシーといっ
た法制度の運用などがタイミングよくマッチするかは
推測が困難であるが、今後 10年間に情報通信業も産業
としての比較的重要な地位を得る状況にあることは確
かである。

あとがき

ファシリティ・マネジメントの展望
●大川 功／コンピュータサービス株式会社 代表取締役

はじめに
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なように、「電算室の運用管理」のサービスであり、 
EDPに関する運営・管理一切の一貫したトータル・サー
ビスを意味し、単なる「要員派遣」のみに焦点をあて
るべきものではない。
それでは、この FMサービスとは何かを定義づける
と非常にむずかしいが、簡単に言うならば「長期契約

3 3 3 3

の下に、コンピュータによる情報処理システムのデザ
イン、設定あるいは操作の総合的運用管理

3 3 3 3 3 3 3

」のサービ
スである。このばあい、長期契約

3 3 3 3

と総合的運用管理
3 3 3 3 3 3 3

と
いう点に注意してほしい。要は、ユーザのコンピュー
タによる情報処理機能を代行するサービスである。し
たがってこのような FMは、時によっては「電算室の
管理の受託」という受動的

3 3 3

なものであるかもしれない
し、あるいはまた「電算室の一括リース」という能動

3 3

的
3

なものであるかもしれない。
このようなことを踏まえながら、日本の FMの現状
そして今後の展望について述べていきたい。

FMというものが日本の情報産業の中に紹介され、芽
ばえ始めてから数年たつが、歴史的に浅いだけに FM

の実態は単なるマンパワー・リース、要員派遣的な色
彩が強いと言える。言い換えれば、ようやく近年になっ
て大手の FM会社が部分的にしろ、全面的にしろ「電
算室の運用管理」を任せられるところまできたのだが、
中小の FM会社あるいは FM部門を持つソフトウェア
会社の多くは、本来の FMとはほど遠い、単なる「要
員派遣」あるいは「人貸し業」にとどまるサービスが
多いということである。もっとも、キー・パンチャや
オペレータ派遣は FMサービスと無縁なものではない。
むしろもっとも重要な要素ではあるが、要員派遣こそ
が FMの本質ではないのである。
それでは、FMすなわちファシリティ・マネジメント
と単なる要員派遣との違いは何か。それは一口に言え
ば、サービスにおける「管理」というものがサービス
業者側にあるか、ユーザ側にあるかということにある。
すなわち、ユーザの立場からすると「管理を外注」し

ているかどうかということである。キー・パンチ部門
とか、オペレータ部門とかを一括して任せる。セクショ
ン単位であっても、その業務に関してはサービス業者
が責任を持ってやることである。これが、たとえ 1つ
のセクションであっても、小さな FMの実現である。
一方、人間だけ業者から持ってきて、その管理はユー
ザがするというのであれば、これは単なるマン・パワー
すなわち要員派遣にすぎない。すなわち、要員の労務
管理をも含めて、機能としてコンピュータが予想した
稼動をするための管理責任をサービス業者が受け持つ
こと、これが単なる派遣業との最大の違いであり、ファ
シリティ・マネジメントとはそれを言うのである。

現在、日本の FMサービス業は“単なる要員派遣”
でありながら“FM”と称しているものを含めると、全
国で 300社、主なもので 100社にものぼると言われる
が“本当の”FMサービス企業というと数社に限られる。
いわゆる総合的運用管理のできる体制を持つ大手 FM

会社数社であるが、その多くも部門の一括受託すなわ
ちパンチ部門やオペレーション部門のセクション単位
での運用管理の受託が中心であるのが実状である。
日本の FMは、過程的に見ると要員の派遣からその

端を発している。これは 1つには、ユーザの“人手不足”
が原因である。たとえば、ユーザのキー・パンチャ不
足からキー・パンチ要員の派遣、そしてパンチ部門の
一括請負いという形で部門を任されるようになった。 

また FMサービス利用の背景には、ユーザ側の“労
務管理”問題からというばあいもある。すなわち、24
時間稼動による夜間勤務の問題や、労働協約上、残業・
変則勤務等の制限が厳しいという組合問題に端を発し、
次第にオペレーション部門を一括請負させるケースで
ある。
また今 1つには、自社の社員をコンピュータ室の専

門職とすべきかどうかという“人事管理”の問題にか
かわるばあいもある。コンピュータ室は本来技術集約
型の部門である。ローテーションを重んじたばあい、

1　FMサービスと要員派遣

2　日本の FMの現状

http://www.bcm.co.jp/


アーカイブ

97ビジネスコミュニケーション　2015  Vol.52  No.12

アーカイブ

特集 ： 情報通信産業－その10年後の展望

ファシリティ・マネジメントの展望

技術の蓄積・向上は望めない。
一方、コンピュータ室の技術向上を望めば、この部門
は専門化が進み本業にもどれない。すなわち、社員個人
の将来がコンピュータ部門に限定されてしまうし、また
企業側としても直接本業に関係のない社員集団をスペ
シャリストとして、一体どこまで維持すべきかという問
題につきあたるのである。業務を外部に全面委託するよ
うになる背景は、労働問題、技術習得のむずかしさ、人
員確保の問題もさることながら、社員としてのローテー
ション問題が最大の決め手となると言える。
これらのように、日本の FMは、わが国特有の終身
雇用制度や女子深夜労働禁止、労働組合の問題を背景
にして、技術者の派遣、マン・パワー的サービスから
スタートしたのである。

「要員派遣」から「総合的運用管理」への道、すなわ
ち全面的な管理の受託を可能にするものは何か。それ
は一口に言って“信用”である。技術にたいする信用
と会社にたいする信用である。
技術にたいする信用というものは、その業務に関し
てはなんでも知っているというプロフェッショナルの
育成により培われる。しかし、より重要なのは会社に
たいする信用であろう。信用のない業者へ誰が「管理」
を任せるだろうか。ユーザからしてみれば、一括して
任せてしまうのであるから、適確に業務をさばく技術
力を持ち、また相互に理解し合え、業務上も労務上の
管理も責任をもって遂行できる業者を選ぶのは当然で
ある。この信用を得ることが、現在の日本の FMの根
本的な必須条件である。
では、この会社への信用をいかに勝ちとるか。それ
は“人”と“経営力”であるとまず信用できる人間を
教育し、擁することである。爆破事件や機密保護にユー
ザは今まで以上に敏感である。次に経営力である。安
心して仕事を任せられる企業、将来への夢、ビジョン
を持ち、リーダシップのある企業でなければならない。
FM業界が質的に向上し産業群として社会的地位が確立

することが、ユーザが FMを信頼して利用できるバッ
クグラウンドであろう。要は“信頼と安全”を売る企
業でなければ、その FMは管理ではなく単なる人貸し
業に逆もどりしてしまうといえるのである。

アメリカの FMは、1950年代末から 1960年代末に
かけての連邦政府との契約から始まったと言える。当
時は技術者の不足が原因で、オペレーション・アンド・
メインテナンスと称されて外部機関による代行がおこ
なわれたことによる。特に NASAの大規模 FM契約は
その夜明けであり、現在アメリカの大手 FM業者の 1
つは、400人余りの技術者で NASAハンツビルのセン
タの総合管理をしている。

FM利用の大手は、政府、銀行、クレジット・カード、
病院関係である。これらは、自社内における情報処理
の自家営業からの解放をめざし、より本業にその資金
と労力を集中することにめざめてきたのである。 

『ウォール・ストリート・ジャーナル』の中で、クライ
ンフィールド氏は「コンピュータのテープをいかに上
手にセットさせるかを社員に憶え込ませるのは、社員
に社内でうまい昼めしを作らせようと献立表とにら
めっこさせるようなもの。経営者が今日の献立で頭を
いためるより、専門のコックにやらせたほうがよい」
と述べている。アメリカでは、FMとは「全電算業務を
専門家に任せることにより、よりよい技術と運用管理
を安定したコストでおこない、種々の頭痛から解放さ
れること」という意味が、すでに利用者に浸透してい
るのである。
表 1は、業界団体アダプソ（ADAPSO）および調査

会社カンタム社による「コンピュータ・サービス市場」
の規模の推移を示している。同市場は、今後数年にわ
たり年間 17%のペースで成長すると考えられるが、ファ
シリティ・マネジメント・サービスは 25.5%ときわめ
て高い伸び率が予想される。ここ 7 ～ 8年間の成長率
も非常に高かったが、今後も多いに有望であるという
ことである。

3　総合的運用管理への道

4　アメリカの FM
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アメリカの FMサービス会社としては、EDS、CT、
CUC等があり、また年商 500億円を超える CSCや
UCCなどの大手ソフト会社も FMの売上げに占める割
合は大きい。これらの FMは、ユーザの情報処理の経
費を 100%吸い上げてしまおうというもっとも効率的・

野心的サービス形態である。すべての業務を一括管理
することを指向しているのである。したがって、これ
らの多くは、MSV（マルチ・サービス・ベンダ）いわ
ゆる複数のサービスを提供する企業であり、すべての
業務にスペシャリストである。
図 1は、コンピュータ・サービス業の 1968年と

1973年における各業種の占めるシェアである。1973
年との比較において、FM、ネットワーク情報処理、第
3者リースの伸びがいちじるしい。過去のデータからみ
ると、各業種のシェア分布に関しては、日本は 6 ～ 7
年の遅れをもちながら、驚くほど忠実にアメリカのそ
れに似ている。歴史、発生の状況、環境の違いがあるが、
昨年あたりの日本の状況は、実に 1968年タイプのシェ
ア分布にきわめて類似しているのは興味深いと言える。

〔金額単位：100万ドル（約3億円）〕

コンピュータ・サービス区分

・データ・サービス
　ファシリティ・マネジメント
　　　　　　　　　　　　（FM）
　ネットワーク情報処理センタ

　ソ フ ト ウ ェ ア

　　ソフトウェア・プロダクト

　　ソフトウェア・サービス

　バ ッ チ 処 理 セ ン タ

デ ー タ ・ サ ー ビ ス（小計）

・サポート・サービス

　教 育 訓 練

　第 3 者 リ ー ス

　中 古 コ ン ピ ュ ー タ

　第 三 者メインテナンス

　その他（システム・セキュリ
　ティ）

サポート・サービス（小計）

コンピュータ・サービス（合計）

昭 42
1967

10

̶

50

̶

̶

50

110

5

̶

̶

̶

̶

5

115

昭 43
1968

50

5

160

̶

̶

300

515

40

5

5

̶

̶

50

565

昭 46
1971

645

430

467

̶

̶

650

2,192

50

775

225

45

̶

1,095

3,290

昭 44
1969

110

45

200

̶

̶

500

855

65

50

25

3

̶

138

995

昭 45
1970

500

345

400

̶

̶

610

1,855

55

650

150

20

̶

875

2,730

昭 47
1972

799

577

（717）

281

436

749

2,842

58

854

400

56

109

1,477

4,320

昭 48
1973

977

766

（868）

395

473

1,020

3,631

70

899

450

68

61

1,548

5,180

平均年
間成長
率予想
1972-1978

％
25.5

27.0

̶

27.2

6.7

6.1

％
19.9

％
14.0

8.8

9.8

21.3

16.0
％

10.5
％

17.1

Computer Service
Sector

Data Services

Facilities Management

Network Information

Services

Software Products

Software Services

Batch Services

Support Sevices

Education

Third Party Leasing

Used Computer
                     Equipment
Third Party
                 Maintenance
etc. (System Security)

表 1　アメリカにおけるコンピュータ・サービス市場規模

バッチ
53％

ネットワーク、
第3者リース
　中古機器リース、
　　　　各1％

教育
　7％FM

　9％

ソフトウェア
28％

1968年
（5.6 億ドル）

1973年
（52億ドル）

メインテナンス1.3％
教育 1.8％
その他 1.2％

バッチ
　19.1％

FM
　18.9％

第3者
　リース
17.4％　

　　ネット
ワーク計算
　14.8％

受託ソフトウェア9.1％

パッケージ・

ソフトウェア

7.6％

中古
機器
リース
　　8.7
　　　％

図 1　コンピュータ・サービス業における業種別シェア推移

http://www.bcm.co.jp/


アーカイブ

99ビジネスコミュニケーション　2015  Vol.52  No.12

アーカイブ

特集 ： 情報通信産業－その10年後の展望

ファシリティ・マネジメントの展望

図 2は、トータル FMを指向する総合ファシリティ・
マネジメント会社 CSKの FM構想図である。

Aは、ライン・スタッフ要員、すなわちオペレータ、
パンチャ、プログラマの派遣である。電算室の一部を
管理する。

Bは、マネジャーをも含む要員派遣による管理受託
である。ハードウェア、機材はユーザ所有で施設の運用・
管理にあたる。このばあい、電算室業務を分析、最少
経費で最大効率のあがるよう指導管理するのが FM会
社の務めであるが、このばあいには、能率の良いジョブ・
スケジューリング、使いやすいパッケージ・プログラ
ム等をシステムに組み入れたり、周辺機器の変更、ペー
パ、リボンの一括購入配給等も実践される。「電算室の
管理の受託」という“受動的トータル FM”である。

Cは、ハードウェア、ソフトウェア、機材、要員の
すべてを FM会社が独自のプランで、ユーザ／クライ
アントのニーズに即しておこなう FM総契約である。
このばあい、図にあるすべてのサービスが総合 FM会
社を通しておこなわれる。電算室の総請負であるので、
ユーザ側が損金扱いですべての会計が処理されるべく、

ハードウェアの買上げ再リース等がおこなわれ、現場
全業務の一括リースの形態をとる。いわゆる「電算室
の一括リース」という“能動的トータル FM”である。

Dは、近年増加している新しい情報処理形態で、リモー
ト・コンピューティング・サービスと呼ばれるコミュニ
ケーション・ラインを利用したネットワーク計算サービ
スである。これにより、FM会社は現場の業務を、より
省力化した、より高度化したセンタで処理することによ
り、遠隔操作の非現場 FMを形成し得るのである。
一般に日本での FMは A型が多い。言うならば、“い

わしの大群”型である。反面、電算室の総請負の C型
は“くじら”型と言える。丸のみ式に一括サービスを
おこなうからである。D型は明らかに B、C型に伴うリ
モコン付きサービスである。FM契約は、現場 FMだけ
でなく、現場の作業の簡略あるいは省力化を図り、こ
れをマイクロ・プロセサ、ミニコン等により制御機能
を持たせた自動化計装システムや、完璧なバックアッ
プ・センタ機能を持たせたネットワーク・システム OP

－ NETサービス、FM－ NETサービス（本誌 6月号「オ
ペレーションの自動化構想」参照）の出現にまで発展
でき得る。いわゆるリモコン機能を持った非現場 FM

の出現により、現場管理と、より省力的でかつより効
率的である〔現場〕＋〔ネットワーク・センタ〕とい
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、
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イ
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ェ
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ハードウェア・機材
ソフトウェア・人材

総契約

コミュニケーション・
　　　　　　ライン

第3者コンピュータ・リース

中古機器リース

第 3者メインテナンス

ソフトウェア・サービス

ソフトウェア・プロダクト

教　育・訓　練

セキュリティ

バッチ・サービス

データ・エントリー

コンピュータ・周辺機器の
リース・サービス
中古コンピュータ・機器の
リース・サービス
メインテナンス・保守サービス

受託ソフトのサービス

パッケージ・ソフトのサービス

要員の教育・訓練

システム機密・物理的保守

バッチ処理サービス

パンチ、キー・ツー・ディスク、
OCR、POS、漢字入力

ネットワーク・サービス

データ・ベース

リモート・コンピューティング・
サービス

図 2　CSKのトータル・ファシリティ・マネジメント構想

5　総合 FM会社のトータル FM構想
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う新しい FM形態を作り出すことである。
FMとは、いうならばMSV（マルチ・サービス・ベ
ンダ）、すなわち複数のコンピュータ・サービスをおこ
なう会社のスケール・メリットと高度技術による総合
オールラウンド・サービス業務を言うのであり、CSK

のトータル FM構想も、全情報処理業務に精通した問
題解決指向技術者集団によるトータル・サービスであ
り、日本の FM業者の望むべきターゲットもそこにあ
ると言える。図 3は、トータル FMサービスの導入プ
ランニング・チャートを示したものである。

これからの FMは、明らかにマシン・オペレーショ
ンをユーザに代わって引き受けるレベルにはとどまら
ない。むしろ、情報処理に関する人・物・情報の動き
を効率的に合理的に管理する機能を受託するのである。
ユーザにとって合理化追求の対象となるすべての情報
サービスを、FMサービスの範疇に含めるとすれば、「FM

とは合理化の追求」への解答であるといえる。

アメリカでは表 1に見るように FMはめざましく躍
進してきた。また、これからも成長率は大きい。日本
においても、これからアメリカで実践されてきたよう
に FMの市場のポテンシャリティは増大するであろう。
FM会社がいかに自己の技術を蓄積し向上をめざし、か
つ効率性や省力化に焦点をあて、総合的なよりよいサー
ビスをいかに安く提供するかが、トータル FM実現へ
の大きな課題となろう。
従来の労働集約にプラス技術集約的なコンピュータ

室運用管理へ、さらに機種の選定をも含めたコンサル
テーションから消耗品等の物の流れまでの全面的な運
用管理サービスへの展開である。さらには、マシン自
体の持ち込み、あるいはユーザ・マシンの引き上げ等、
ユーザの現場で極力自動化・省力化を図り、監視機能
と完璧なバックアップ体制を残す、あるいはコンピュー
タ・リソース・シェアリングが可能なコンピュータ・ネッ
トワークを管理することにより、機械の所有あるいは
設置場所さえ問題としない機能のみを重視した問題解
決集団による総合的情報処理運営管理サービスという
ものが実現するのも遠くはないであろう。

契 約 完 了 に よ り F M 業 務 開 始
現場 FM（一括リース式トータル FM契約）非現場 FMの場合

リモート・コンピューティング

初期接渉
と

提示過程

現在シス
テムのト
ータル F
M化のイ
ニシャル
・スタデ
ィと、F
M利用の
利点、契
約形態・
方法等の
プロポー
ザルのプ
レゼンテ
ーション。

調　査
段　階

会社役員
と FM会
社との接
渉の後ス
タディ・
フェイズ
の実施決
定。この
時点でデ
ータ処理
部門マネ
ジャへの
協力を指
示。

分　析
段　階

全オペレ
ーション
パフォー
マンスそ
してコス
ト・イン
フォメー
ション提
示・研究。

契　約　内
容　審　議

スタディ・フ
ェイズ完了後、
経営者に報告、
最終見積り、
契約方法のプ
レゼンテーシ
ョンをおこな
う。

ユーザと FM会社の
センタ間のオンライ
ン・ネットワーク形
成によるリモート・
コンピューティング・
サービス

一定額制に
よるオール
ラウンド・
サービス。
機能面を重
視して、使
用量に関係
なくシステ
ム運営総額
にたいする
一定料金設
定。

使用料金に
よる支払い。
ソフトやサ
ービス別立
て支払い。
い わ ゆ る
TSS 業務に
近く、使用
量に応じて
の料金設定。

オプション1
ハードウェア
を買い上げ、
再リースする。
FM会社がサ
ード・パーテ
ィ・リース的
性格を持ち、
メーカ・レン
タルより長い
残存期間を置
いて顧客に低
リースで貸与
する。あるい
は現存リース
の肩がわりし
て、キャパシ
ティーの一部、
使用分だけを
パティション・
リースとして
請求する。

オプション2
プログラム・
メインテナン
ス、オペレー
ショナル・フ
ァンクション
は、一定率料
金でおこなう。
システムの変
換作業、新シ
ステム開発は
別途料金でお
こなう。FM基
本契約料金中
に各種パフォ
ーマンス向上
のためのパッ
ケージ・ソフ
トが含まれて
いる場合もあ
る。その他、
システム向上
のためのパッ
ケージ化され
たソフトウェ
アの別途料金
提供がある。

オプション3
現場マネジャ
を含め要員の
管轄、あるい
は FM会社に
吸収されて現
場へ再派遣す
る。専門会社
での能力本位
型昇進方式と
持株制度、高
給保証により
スペシャリス
トとして誇り
を持たせる。

オプション4
コスト低減の
ため、FM 会
社はペーパ、
リボン、テー
プ類を一括購
入し、各 FM
施設に安価に
配給、また、
専用のターミ
ナル、周辺機
器をメーカに
作らせること
もある。

オプション5
FM 施設内に
おいて、その
業務に関連し
て開発された
ソフトは、一
般販売された
場合は、顧客
に利益分配等
が盛り込まれ
るばあいがあ
る。

図 3　トータル FMサービス導入プランニング・チャート
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